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FM財務評価で用いる財務的指標と評価手法

4つのFM財務評価手法

1・ファシリティコスト評価

・年間の経費的支出のデータ把握と評価 → ファシリティコストの削減をめざす

・MNコストチャート評価

・1㎡当たりファシリティコスト評価、1人当たり面積評価、1人当たりファシリティコスト評価

2・施設資産評価

・保有する施設資産の評価 → 施設資産の効率化をめざす

・MN資産チャート評価

・無駄な施設資産の削減（売却）、不活用施設資産は有効活用

・施設投資評価
・新築・大規模改修などの投資プロジェクトの評価 → 投資金額の削減、施設資産の効率化

・新築／改築、自社ビル／賃借ビル、設備更新方法などで有利なプロジェクトの評価

4・ライフサイクルコスト評価

・長期にわたる施設の維持保全計画の評価

・LCC評価、FCI評価、パフォーマンスインデックス評価、ニーズインデックス評価

1・ファシリティコスト評価

・年間の経費的支出のデータ把握と評価 → ファシリティコストの削減をめざす

・MNコストチャート評価

・1㎡当たりファシリティコスト評価、1人当たり面積評価、1人当たりファシリティコスト評価

2・施設資産評価

・保有する施設資産の評価 → 施設資産の効率化をめざす

・MN資産チャート評価

・無駄な施設資産の削減（売却）、不活用施設資産は有効活用
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・新築・大規模改修などの投資プロジェクトの評価 → 投資金額の削減、施設資産の効率化

・新築／改築、自社ビル／賃借ビル、設備更新方法などで有利なプロジェクトの評価
・NPV（正味現在価値法）、IRR（内部利益率法）を中心に、回収期間法、ROI（投下資本利益率法）

4・ライフサイクルコスト評価

・長期にわたる施設の維持保全計画の評価

・LCC評価、FCI評価、パフォーマンスインデックス評価、ニーズインデックス評価

FM財務評価手法は、1994年の「ファシリティマネジメント・ガイドブック」で以下の4評価手法が完成。
さらに2003年の『総解説ファシリティマネジメント』で「施設運営費評価」が「ファシリティコスト評価」と改められた

が、評価手法自体は大きな変化はなく、継承されている。
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FMの財務目標とFM財務評価手法

ROA  =
利益

資産

利益

売上

売上

資産
= ×

● 経営指標

● ＦＭ財務目標

▲ ファシリティコスト評価

■ ファシリティコストの低減

利益

売上

経費 (ファシリティコスト)
売上

▲ 施設資産評価

■ 資産の効率化
・初期投資コストの最適化
・更新改修費用の最適化
・遊休資産の活用・売却
・固定資産のリース化
・敷金・保証金の削減

■ 資産の効率化
・初期投資コストの最適化
・更新改修費用の最適化
・遊休資産の活用・売却
・固定資産のリース化
・敷金・保証金の削減

ライフサイクルコスト評価

= 1－

▲ 施設投資評価

戦略・計画

評価
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

管理

運営維持

ファシリティ

経 営
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ファシリティコストの分類体系

①ファシリティ維持費

①-3ファシリティ保全費

①-1ファシリティ保有費

①-2特別経費

賃借料

ファシリティ運用費

租税公課

保険料

減価償却費（1）

減価償却費（2）

資本コスト

維持費

環境整備費

②ファシリティ運営費

水道光熱費

セキュリティ費

業務支援費

生活支援費

家具什器費

パーキング費

統括管理費③ファシリティ管理費

［大分類］ ［小分類］ ［科目

 

（16）］

保有と
メンテナンス
に関わる費用

オペレーション
に関わる費用

マネジメント
に関わる費用



5MN Cost Chart, Originated by Mototsugu Nakatsu

MNコストチャート評価
 

（企業単位の評価）

0

ファシリティコスト
施 設 面 積

ファシリティコスト
売 上 高

0

0

0

売 上 高

入居人数

施設面積

入居人数

経営的施策

 
ファシリティコスト削減対策

 
スペース対策経営的施策

 
ファシリティコスト削減対策

 
スペース対策

ファシリティコスト

売 上 高

入居人数

売上高

ファシリティコスト

施 設 面 積

施設面積

入居人数
× ×

＝

内側に行くほど
よいと評価する
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MNコストチャート評価
 

（企業単位の評価）

0

ファシリティコスト
施 設 面 積

ファシリティコスト
売 上 高

0

0

0

売 上 高

入居人数

施設面積

入居人数

JFMAベンチマーク

 

2003より

中央値：

 

15.23 ㎡／人

ハイテクベンチマーク10社

平均値：

 

13.7 ㎡／人

JFMAベンチマーク

 

2003より

中央値：

 

85,200 円／㎡

ハイテクベンチマーク10社

平均値：

 

99,700 円／㎡

JFMAベンチマーク

 

2003より

日本企業：

 

4.0 ％
外資系

平均値：

 

3.1 ％
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ファシリティコストの削減施策

ファシリティコスト（¥/㎡） 施設面積（㎡/人）

・立地の変更 ・標準面積

・保有形態の変更 ・スペース配分

・分散施設の統合 ・テレワーク

・ライフサイクルコスト ・ユニバーサル

（ＬＣＣ） レイアウト

・アウトソーシング ・紙退治

（ＩＴ化とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ）

・課金制度 ・利用度管理

・賃借料等の交渉 空机

・運営維持費 会議・応接室

水道光熱費・保守費 ・変更管理

運営管理費・清掃費等

戦

略

的

運
営
維
持
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回収期間法

 
(PBP)

投資支出

何年目

収 益

投下資本利益率

 
( ROI )

何％
＜

投資支出

NPVがゼロになる割引率＝IRR％

内部利益率法 ( IRR )

何％
CGR

＝

投資支出

正味現在価値法( NPV )

＞

＜

投資支出

4つの施設投資評価手法
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施設投資評価の考え方

施設投資評価の考え方：

 
総利益 － ［ 総投資 ＋ 総資本コスト ］ を算出

総利益：

 

設定した期間における各年度キャッシュフロー（CF）の現在価値の総額＝

 

NPV
総投資：

 

初期投資金額（投下資本）の総額

総資本コスト：

 

設定した期間における各年度の資本コストの現在価値総額＝

 

NPV
割引率：

 

目標利益率（ハードルレート）＝WACC＋α（リスクプレミアム）を用いる

総利益（NPV）

総投資

＋
総資本コスト

資本コスト

利益（CF）

総
投
資

資本コスト

投資の調達資金

株主資本

借入金

税引・前／後

減価償却・還元

利 益

利払・前／後

投資評価

総投資＋総資本コスト＜総利益 得な投資

総投資＋総資本コスト＞総利益 損な投資

利益性

（NPV）

投資×（WACC＋α）

（目標利益率）

総利益（NPV）

総投資

＋
総資本コスト

資本コスト

利益（CF）

総
投
資

資本コスト

投資の調達資金

株主資本

借入金

投資の調達資金

株主資本

借入金

税引・前／後

減価償却・還元

利 益

利払・前／後

投資評価

総投資＋総資本コスト＜総利益 得な投資

総投資＋総資本コスト＞総利益 損な投資

総投資＋総資本コスト＜総利益 得な投資

総投資＋総資本コスト＞総利益 損な投資

利益性利益性

（NPV）

投資×（WACC＋α）

（目標利益率）
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経営的施策 施設運営費削減対策 スペース対策経営的施策 施設資産削減対策 スペース対策
生産性 ( 一人当り売上 ) 単位資産 ( 単位面積当り施設資産 ) 単位面積( 一人当り面積 )

0 0

0

0

施設資産

売上高

入居人数

売上高

施設資産

施設面積

施設面積

入居人数

＝

ＸＸ

売上高

入居人数

施設資産

施設面積

施設面積

入居人数

施設資産

売 上 高

MN施設資産チャート評価
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施設資産の効率化施策

施設面積 施設資産　　　

・標準面積 ・投資評価

・スペース配分 ・プロジェクト管理

・テレワーク ・ポートフォリオ管理

・ユニバーサル 　　用途変更/遊休施設活用・売却

　　レイアウト 　　売却＆賃借化*/証券化・ＰＦＩ

・紙退治 ・ライフサイクルマネジメント

　（ＩＴ化とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ） 　　（計画的修繕改修による長寿命化）

・利用度管理 ・資産の変更管理

　　空机 ・敷金・保証金

　　会議・応接室

・変更管理

戦
 

略
 

的

運
営
維
持

施設面積 施設資産　　　

・標準面積 ・投資評価

・スペース配分 ・プロジェクト管理

・テレワーク ・ポートフォリオ管理

・ユニバーサル 　　用途変更/遊休施設活用・売却

　　レイアウト 　　売却＆賃借化*/証券化・ＰＦＩ

・紙退治 ・ライフサイクルマネジメント

　（ＩＴ化とﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ） 　　（計画的修繕改修による長寿命化）

・利用度管理 ・資産の変更管理

　　空机 ・敷金・保証金

　　会議・応接室

・変更管理

戦
 

略
 

的

運
営
維
持

（㎡／人） （￥／㎡）
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有
効
利
用

 低
利
用

 未
利
用

低 中 高

保 持
保 持
証券化

SLB
証券化

統 合
EMS化

賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

賃 貸
EMS化

売 却売 却

内部価値

コアビジネス用
アウトソース不可
・研究所
・基幹工場

準コアビジネス用
アウトソース可
・本社
・営業所
・衛星工場等

ノンコアビジネス用
アウトソース可
・厚生施設
・社宅
・物流施設等

資
産
利
用
度

保 持
保 持
証券化

SLB
証券化

統 合
EMS化

賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

賃 貸
EMS化

売 却売 却

保 持
保 持
証券化

SLB
証券化

保 持保 持
保 持
証券化
保 持
証券化

SLB
証券化

SLB
証券化

統 合
EMS化

賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

統 合
EMS化
統 合
EMS化

賃 貸
売 却
（撤退）

賃 貸
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）
売 却
（撤退）

賃 貸
EMS化

売 却売 却
賃 貸
EMS化
賃 貸
EMS化

売 却売 却売 却売 却

用
途

変
更

ポートフォリオによる施設資産戦略
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施設資産のポートフォリオ戦略

将来付加

＋）新しいビジネス
ニーズ

将来の施設群
（2030～2050年）

現在余剰
顕在・潜在

将来余剰
－）人口減少による

ビジネスニーズ
－）電子化による

業務プロセス改革

機能劣化

－）耐震性
－）UD
－）IT対応

現在の施設群
（2009年）

計画保全による長寿命化

用途変更*
証券化
貸付
定期借地権
売却

改修・用途変更*
売却

*改修・用途変更
賃借
建築

①

②

③

④ ⑤

③

総量

縮減
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